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割増給与の計算法
残業手当は１．２５倍になることはよく知られ

ています。一方、何を基にした１．２５倍かと改

めて問われると、答えに窮する方も多く見受けら

れます。今回は、割増給与にまつわる疑問点を中

心に整理してみます。 

 割増給与とは  

労働基準法で割増給与を規定されているのは、

①時間外勤務、②深夜勤務、③休日勤務に対して

です。①の時間外勤務とは、原則として 1 日８時

間、１週４０時間を超えて勤務したときです。②

の深夜勤務とは、午後１０時から午前５時までの

勤務、③の休日勤務とは原則１週間に１日も休日

なく勤務したときです。①は１．２５倍、②は０．

２５倍の加算、③は１．３５倍を支払わなければ

なりません。時間外勤務が深夜に及んだときは、

１．２５＋０．２５で１．５倍、休日勤務が深夜

に及んだときは１．３５＋０．２５で１．６倍と

なります。休日勤務には時間外勤務の概念があり

ませんので、休日の勤務時間が例え８時間を超え

ても１．６倍とはならないで１．３５倍のままに

なります。 

 計算基礎となる通常給与とは  

割増給与の単価は１時間あたりの通常の給与に

割増率を掛けて算出します。では、通常の給与と

は何でしょうか。 

通常の給与の原則は、労働の対価として支払わ

れた全ての給与です。しかしながら労働と直接に

関係しない福利厚生的な手当を中心に７種類が例

外的に通常の給与から除外できるとして限定列記

されています。これら７種類とは、①家族手当、

②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤住

宅手当、⑥臨時に支払われた給与、⑦一ヶ月を超

える期間ごとに支払われる給与です。これら以外

は全て通常の給与として割増計算の基礎に算入さ

れます。 

名称ではなく実質で判断します。住宅手当や家

族手当の名称であっても、住宅や家族に掛かる費

用と関係なく、例えば年齢や役職により手当額が

決められていると、通常の給与になります。 

 通常給与の単価計算  

給与には時給、日給、月給、歩合給と種々あり

ます。期間で定められた給与の単価は、原則とし

て給与をその期間の所定労働時間で割って計算し

ます。歩合給も除外できる給与に列記されていま

せんので、割増計算の基礎となる通常の給与にな

ります。歩合給の単価は、歩合給を、その期間の

総労働時間で割って算出します。 

複数の種類で構成されている給与体系のときは、

各々の種類ごとに単価を計算し、これらを加算し

て通常の給与単価とします。 

 給与トラブルを防ぐために  

給与の不払いは別として、給与をめぐるトラブ

ルの多くは割増給与に関するものです。そのため

にも、労働時間を適切に管理し、記録を取ってお

くこと、そして記録に基づいて割増給与を適法に

計算して支払うことが重要です。 

１日８時間、１週４０時間の労働時間の原則に

関わらず、割増給与を支払わない制度として変形

労働時間制があります。少し複雑なので、この制

度については改めて紹介することにします。 

労働トラブルの未然防止に力を入れている 

社会保険労務士

 丸山事務所 通信

２０１３年４月（第４７号）

 本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え頂い

た会社へお送りしております。不要の方はお手

数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連

絡下さいますようお願い申し上げます。 


